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①ＤＢ方式
＜特徴＞
• ごみ処理施設においては一般的な手法であり、プロセス（体制、法律、制
度等）が定型化されている。

• 施設の整備、運営業務、維持管理業務について公共が直接全面的に関わ
ることができる一方、民間ノウハウ発揮の余地が限定的である。

• 事業全体としての効率性や経営的視点から事業をコントロールするメカニ
ズムがない。

• 公共が全ての事業リスクを負う。
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②ＤＢ＋Ｍ方式
＜特徴＞
• 設計・建設業務の事業者選定とは別に、維持管理業務の事業者選定を実
施することになる。運営業務を単年度委託する際は、更に別に事業者選
定を実施することになる。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管理業務間の業務調整や課題が生じた
際の原因追及は、公共が実施することになる。

• 民間ノウハウ発揮の余地が限定的（中長期の維持管理業務のみ）である。
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③ＤＢＭ方式
＜特徴＞
• 設計・建設業務の事業者選定ととも
に、維持管理業務の事業者選定を実
施することになる。運営業務を単年
度委託する際は、別に事業者選定を
実施することになる。

• 設計・建設業務と維持管理業務間の
業務調整や課題が生じた際の原因追
及は、民間事業者が実施することに
なるが、運営業務との業務調整等は、
公共が実施することになる。

• 設計・建設業務と維持管理業務が一
体となった事業であり、維持管理を
意識した設計の実現等、民間ノウハ
ウの発揮が期待できる。ただし、運
営業務における創意工夫は発揮され
づらい。
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④ＤＢ＋Ｏ方式
＜特徴＞
• 設計・建設業務の事業者選定とは別
に、運営業務、維持管理業務の事業
者選定を実施することになる。

• 運営業務と維持管理業務間の業務調
整や課題が生じた際の原因追及は、
民間事業者が実施することになるが、
設計・建設業務との業務調整等は、
公共が実施することになる。

• 民間ノウハウ発揮の余地が限定的
（中長期の運営業務、維持管理業務
のみ）である。
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⑤ＤＢＯ方式
＜特徴＞
• 設計・建設業務の事業者選定ととも
に、運営業務、維持管理業務の事業
者選定を実施することになる。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管
理業務間の業務調整や課題が生じた
際の原因追及は、民間事業者が実施
することになる。施設所有に伴うリ
スクは公共が負担する。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管
理業務が一体となった事業であり、
設計の自由度が高く、民間ノウハウ
の発揮が期待できる。
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⑥ＢＴＯ方式
＜特徴＞
• 設計・建設業務の事業者選定と
ともに、運営業務、維持管理業
務の事業者選定を実施すること
になる。

• 設計・建設業務、運営業務、維
持管理業務間の業務調整や課題
が生じた際の原因追及は、民間
事業者が実施することになる。
施設所有に伴うリスクは公共が
負担する。

• 設計・建設業務、運営業務、維
持管理業務が一体となった事業
であり、設計の自由度が高く、
民間ノウハウの発揮が期待でき
る。

• 民間資金を活用するため、公共
が工事段階で資金調達する必要
はない。
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⑦ＢＯＴ方式
＜特徴＞
• 設計・建設業務の事業者選定ととも
に、運営業務、維持管理業務の事業
者選定を実施することになる。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管
理業務間の業務調整や課題が生じた
際の原因追及は、民間事業者が実施
することになる。施設所有に伴うリ
スクも民間事業者が負担する。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管
理業務が一体となった事業であり、
設計の自由度が高く、民間ノウハウ
の発揮が期待できる。

• 民間資金を活用するため、公共が工
事段階で資金調達する必要はない。

• 施設の所有に係る公租公課が発生す
る。

• ＳＰＣ自らが所有する施設での廃棄
物処理となるため、廃掃法の「再委
託の禁止」への対応が求められる。
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⑧ＢＯＯ方式
＜特徴＞

• 設計・建設業務の事業者選定とともに、運
営業務、維持管理業務の事業者選定を実施
することになる。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管理業務
間の業務調整や課題が生じた際の原因追及
は、民間事業者が実施することになる。施
設所有に伴うリスクも民間事業者が負担す
る。

• 設計・建設業務、運営業務、維持管理業務
が一体となった事業であり、設計の自由度
が高く、民間ノウハウの発揮が期待できる。

• 民間資金を活用するため、公共が工事段階
で資金調達する必要はない。

• 施設の所有に係る公租公課が発生する。

• ＢＯＴ方式と同様に「再委託の禁止」対応
が必要。

• 事業間終了後に施設を撤去して更地返還す
ることから、事業期間終了後の施設運用が
見込まれない事業等に適している。
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⑨民間委託方式
＜特徴＞
• 設計・建設に向けた事業用地の用意など事前調査、準備が不要となり、
公共の負担は軽減される。

• 設計・建設業務では、公共の資金支出が不要である。
• 廃棄物処理の継続性の面では課題があり、代替策を講じておく必要が
ある。

• 近隣に当該ごみ処理施設がない場合、輸送費等で割高となる。

 

 

 
 

 

 

処理委託 

民間が整備・所有 

ごみ処理施設 

処理委託 
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ごみ処理施設における事業方式の推移①
 一般廃棄物処理実態調査
結果（平成29年度実績）
（環境省）より、ごみ処理
施設の事業方式の整理を
行った。

 焼却施設では、以前より
DB方式をメインとした公設
公営方式が主流。2006年度
以降はDB＋O方式、2011年
度以降はDBO方式の割合が
大きく増加。近年はDBO方
式とDB方式で割合が同程度
もしくはDBO方式の割合が
DB方式を上回る。
 民設民営方式は近年でも
全体の5%を下回る。

0

50

100

150

200

250

～1970 ～1975 ～1980 ～1985 ～1990 ～1995 ～2000 ～2005 ～2010 ～2015 ～2020

件
数

使用開始年度

DB方式（設計・施工一括発注方式） DB+M方式（公設公営方式） DBM方式（公設公営方式）

その他公設公営 DB+O方式（公設民営方式） DBO方式（公設民営方式）

その他公設民営 BTO方式（民設民営方式） BOT方式（民設民営方式）

BOO方式（民設民営方式）

100.0%
87.5%

78.6% 81.0%
86.7% 82.2% 82.6%

74.0%

46.7%
33.9% 35.9%

5.2% 4.9%
7.3%

33.3%

19.4% 18.8%

3.3% 5.0%

33.9%
37.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

～1970 ～1975 ～1980 ～1985 ～1990 ～1995 ～2000 ～2005 ～2010 ～2015 ～2020
使用開始年度

DB方式（設計・施工一括発注方式） DB+M方式（公設公営方式） DBM方式（公設公営方式）

その他公設公営 DB+O方式（公設民営方式） DBO方式（公設民営方式）

その他公設民営 BTO方式（民設民営方式） BOT方式（民設民営方式）

BOO方式（民設民営方式） 11



ごみ処理施設における事業方式の推移②
 DB＋O方式が増加し始めた2006年度以降について、焼却施設の規模別の傾
向を以下に示す（上図：件数、下図：件数割合）。
 年度の違いにもよるが、DB＋O方式やDBO方式は100t/日以上300t/日未満の
中規模の施設で比較的割合が大きい。
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ごみ処理施設におけるPPP/PFI事業の事例①

ごみ処理施設
整備・運営事業
【滋賀県大津市】

①施設名称 （仮称）新環境美化センター
（仮称）新北部クリーンセンター

②事業方式 ＤＢＯ方式
③選定方式 総合評価一般競争入札
④実施方針公表 平成27年9月28日

⑤事業契約締結 平成29年3月21日

⑥運営期間 （仮称）新環境美化センター
・焼却施設：令和3年4月～令和23年3月（19年）
・リサイクル施設：令和2年4月～令和23年3月（20年）
（仮称）新北部クリーンセンター
・焼却施設：令和4年7月～令和24年3月（18年9ヵ月）
・リサイクル施設：令和4年4月～令和24年3月（19年）

⑦処理方式 全連続燃焼式ストーカ炉
※両施設共通

⑧施設規模 焼却施設：175t/日（87.5t/日×2炉）
リサイクル施設：19.0t/5h（かん1.5t、びん5.5t、ペットボトル2.0t、燃やせないごみ6.5t、
大型ごみ3.5t）
※両施設共通

⑨処理対象物 焼却施設：燃やせるごみ、リサイクル施設の処理後可燃物、災害廃棄物
リサイクル施設：かん、びん、ペットボトル、燃やせないごみ、大型ごみ
※両施設共通

⑩発電等 発電による電力はまず施設内で使用し、余剰電力は電気事業者へ売電。
売電収入は全てＳＰＣに帰属。

⑪事業の特徴 ・既存施設の経年劣化による処理能力の低下により、（仮称）新環境美化センター及び
（仮称）新北部クリーンセンターとして、焼却施設にリサイクル施設を併設して整備。
・民間の経営ノウハウや技術的能力等を活用し、効率的な施設の設計、建設、解体・撤去
及び運営が期待できるＤＢＯ手法を導入。また、2施設を同仕様で行うことにより、運営
の最適化を期待した。

⑫事業用地 市有地（現施設の敷地周辺） 13



ごみ処理施設におけるPPP/PFI事業の事例②

（仮称）第2期
君津地域広域
廃棄物処理事
業
【木更津市、
君津市、富津
市、袖ケ浦市、
鴨川市、南房
総 市 、 鋸 南
町】

①施設名称 （仮称）第２期君津地域広域廃棄物処理施設

②事業方式 ＢＯＯ方式
③選定方式 公募型プロポーザル
④実施方針公表 令和元年7月17日
⑤事業契約締結 令和2年6月予定
⑥運営期間 令和9年4月～令和29年3月まで（20年）
⑦処理方式 「シャフト炉式ガス化溶融方式」又は「ストーカ式焼却方式＋灰資源化」又

は「流動床式ガス化溶融方式」のいずれかより事業者提案による
⑧施設規模 477t/日
⑨処理対象物 燃やせるごみ、破砕残渣、し渣・脱水汚泥、動物（他、提案による）
⑩発電等 エネルギー回収率23.0％以上
⑪事業の特徴 ・「君津地域4市」（木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市）で事業検討を進

めてきたなか、「安房地域2市1町」（鴨川市、南房総市、鋸南町）の更な
る広域化に関する協議の申し入れを受け、平成30年12月25日、木更津市、
君津市、富津市、袖ケ浦市、鴨川市、南房総市、鋸南町の6市1町が「（仮
称）第2期君津地域広域廃棄物処理事業に関する覚書」を締結。
現在実施している君津地域広域廃棄物処理事業が令和8年度に事業終了を迎
えるに当たり、今後の本地域の社会環境の変化を踏まえ、７自治体による
次期の広域廃棄物処理システムを構築する事業。
・民間事業者による提案制度を活用したPFI事業の実施

PFI法第6条の「公共側の負担軽減と民間活力の一層の活用を図るため、民
間事業者からの提案により、実施方針の策定までを行う制度」を活用。
検討期間について1年半程度の短縮が期待できる。
・公の出資比率：36%（4市）

⑫事業用地 君津市、富津市、袖ケ浦市のいずれかの市内で、応募者が提案する用地
14



ごみ処理施設におけるPPP/PFI事業の事例③

倉敷市・資源
循環型廃棄物
処理施設整備
運営事業
【岡山県倉敷
市】

①施設名称 水島エコワークス

②事業方式 ＢＯＯ方式
③選定方式 制限付一般競争入札
④実施方針公表 平成13年5月
⑤事業契約締結 平成14年3月15日
⑥運営期間 平成17年4月～令和7年3月（20年）
⑦処理方式 サーモセレクト方式ガス化溶融炉

⑧施設規模 555t/日（185t/日×3基）
⑨処理対象物 一般廃棄物303t/日、産業廃棄物252t/日
⑩発電等 水島エコワークスでの発電は行っていないが、JFEスチール西日本製鉄所

（倉敷地区）の敷地内の瀬戸内共同火力株式会社にごみから精製処理をした
ガスを送りそこで発電している。

⑪事業の特徴 ・施設規模拡大に伴うスケールメリットの確保、ごみ質低下に対応した補助
燃料材としての活用及び一般廃棄物処理のコストダウン効果等を目的とし
て、産業廃棄物を一般廃棄物等に加えて処理（混合処理）することとした。
・施設供用開始後は、倉敷市の一般廃棄物と水島コンビナート企業などの産
業廃棄物をガス化溶融処理システムにより100％再資源化。
・公の出資比率：岡山県10％+倉敷市20%

⑫事業用地 ①市が確保する事業実施用地を使用する場合
倉敷市水島川崎通1丁目18番(雑種地)うち面積約2ha

②参加者が事業実施用地を提案する場合
倉敷市水島臨海工業地帯(工業専用地域、市街化調整区域)内で、参加者が提
案する用地
選定事業者の提案により②となった。
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ごみ処理施設におけるPPP/PFI事業の事例④

彩の国資源循環
工 場 整 備 事 業
（ＰＦＩ施設）
【埼玉県】

①施設名称 彩の国資源循環工場 サーマルリサイクル施設

②事業方式 ＢＯＯ方式
③選定方式 公募型プロポーザル
④実施方針公表 平成13年10月15日
⑤事業契約締結 平成14年11月14日
⑥運営期間 平成18年6月～令和5年10月（約17年）
⑦処理方式 ガス化改質炉
⑧施設規模 450t/日
⑨処理対象物 産業廃棄物（廃プラスチック、木くず、紙くず、繊維くず、動植物性残渣、汚泥（無機・

有機）、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体、動物性固形不要物、燃え殻、鉱さい、が
れき類、ばいじん、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・陶磁器くず）、一般廃棄物（可燃
ごみ、不燃ごみ）、特別管理廃棄物（廃油、廃酸、廃アルカリ）

⑩発電等 高効率発電を行い、余剰電力は電力会社に販売
⑪事業の特徴 産業廃棄物で全国初めて排ガス中のダイオキシン濃度0.01ナノグラムを達成するとともに、

排出する溶融固化物、金属などを再資源化することで、完全リサイクルを達成し、最終処
分場に依存しない施設。独立採算型。
・事業の仕組み
県はＰＦＩ事業により「事業基盤施設」「公園・緑地施設」「サーマルリサイクル施
設」を建設・運営。借地事業者は、「事業基盤施設」として造成する借地施設用地のう
ち当該借地事業者が事業に用いる用地を県から賃借し、募集要綱、土地賃貸借契約に基
づく事業条件に基づき、「リサイクル施設」「資源再生施設」又は「研究施設」を建
設・運営する。
・事業の特徴及び先進性
(1) 内陸県における総合リサイクル施設（環境産業と研究開発の拠点）
(2) 最終処分場の埋立跡地を活用したプロジェクト
(3) 徹底した情報公開と住民監視システム（埼玉方式）
(4) 全国初のダイオキシン0.01ナノグラム規制（産廃焼却）
(5) 寄居町消費量の1.5倍（8,000キロワット）の本格的ゴミ発電
(6) 雨水利用と工場排水のクローズ・システム（完全循環利用）
(7) 緑地率80パーセントの環境調和型の工業団地
(8) 焼却、最終処分の受入品目にリサイクル規制
(9) 独立採算型ＰＦＩによる民間事業機会の拡大

⑫事業用地 県有地賃貸（事業用定期借地権）
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水力発電

脱炭素産業資源循環連携主導型

メタン
発酵施設

農業連携モデル

住宅 中継施設

ソーラーシェアリング
地域の電源
として活用

施肥の
自動制御

し尿・
浄化
槽

汚泥

事業所

施設園芸

CO2
貯留
タンク

CO2

CG
S

地域エネ
会社

電力アグリゲート
ビジネス

世界最先端･最高水準
のグリーン製造プロセス

団地 メタン発酵+焼却
(コンバインドシステム)

温水
大量供給

熱導管

ZEH・ZEB再エネ活用による
防災・減災拠点整備

公共施設
等

熱需要の脱炭素化には、再エネ熱も活用しつつ　　
• 電化（カーボンフリー電気が前提）　　　　　　　　　
• カーボンフリー都市ガス（既存インフラ活用）　　　 
• 排熱利用型地域熱供給（熱導管整備が必要）

の選択・組合せが地域ごとに必要ではないか
• オフライン熱輸送の可能性はどうか　　　　　　　　　 

メタン
発酵施設

公共施設
等

地域エネ
会社 農業

液肥
液肥散布車

液肥
タンク

可燃ごみ
（生ごみ
以外）

固形
残渣

ごみ･木質
複合発電施設

事業所

持続的な
農林水産業

↓
里地里山保全、

観光促進

液肥利用・
肥料散布
省力化

し尿・
浄化槽
汚泥

生ごみ

CLT

再エネビジネス
（バイオマス）

CGS

農業

農業

農業
残渣

農作物

畜産
家畜

ふん尿牧草

堆肥

住宅

液肥

地域内の
再生処理

地域資源の
一体的処理

地熱発電

農
林
水
産
資
源
連
携
主
導
型

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
連
携
主
導
型

製紙産業

大型車

鉄・その他
金属 等

脱炭素を支える
材料・製品供給

チップ

資源循環分野からの地域循環共生圏モデルのイメージ（たたき台）

スラグ

セメント

鉄・非鉄金属製品

液肥
タンク

液肥

農業

液肥散布車
液肥利用・
肥料散布
省力化

液肥

資源作物

資源化施設 資源ごみ

静脈産業
育成

：熱
：電気
：資源

：効果 (地域の資金流出減)
：効果 (地域の資金流入増)

：お金

焼却灰

資源化
施設

調整力とし
ての活用
(VPP等)

都市
ガス管

その他の
資源化物

住宅

事業所

小売店

融資

未利用材

地域
金融機関

太陽光パネル
の設置サービス

事業所住宅 飲食店

IoT、AIによるごみ
焼却のスケジュール・

制御の最適化

食品
廃棄物

EV収集車

地域
金融機関

静脈産業
育成

可燃ごみ
（生ごみ以外）

地域内の
再生処理

地域
金融機関融

資

出資者
出資

配当

投資

オーガニック
素材をベース
とする素材
イノベーション

アレンジャー

投資家

グリーン
ボンド

高温
蒸気

再エネ由来電気が主
であるため化石燃料 

削減(代替)効果の大
きい蒸気供給を選択

焼却施設

IoTを活用した分散型
エネルギーの統合制御

地域の
防災力向上・

強靭化

風力発電
再エネビジネス（風力）

林業

原料
集積基地

流
木

地域の特性に応じた再エネ
が地域のオーナーシップ

で活用されている
農林水産業連携モデル

地域ユーティリティ産業連携モデル 地域製造業連携モデル

下水道管

インフラの
有効活用

下水処理
施設

・・

発電に影響
しないタービン
排気熱を活用

カセットバッテリー

分離
CO2

カーボンフリー
都市ガス

H2
配電･小売
ビジネス

木材加工・
販売

ESG
地域金融

林業
活性化

飛灰

焼却灰

再エネ大量導入が
実現されている

蒸気を
使う工場

可燃ご
み

再エネ
熱ビジネス

森林
整備費用

動植物
性残さ

バイオガス発電
の調整力として
の活用(VPP等)

可燃ごみ指定袋
などへのバイオプ
ラスチック利用

農林業機械
電化等

地域資源の
一体的処理

狩猟業

養殖での
加温等に活用

残滓

水産業
（内水面漁業・海面漁業）

ブランド化された
農林水産品

への資金の還流

食肉

農作
物

 肉
片、
骨、
革

水産残渣

ペットフード、
飼料、革クラフト

固形燃料

化石燃料代替
脱炭素化・

産業競争力向上

地域内の
エネルギー

融通

バイオマス・
リファイナリー

‧ ESG金融の拡大
‧ 脱炭素化プロジェ

クトの投資

一部産業の化石
燃料消費、調整電
源の大半の火力は
CCS/CCUが実装

金属産業

電炉 非鉄精錬
金属等の

高効率リサイクル
技術の開発

可燃ごみ

排水　
処理

LNGｻﾃﾗｲﾄ

災害廃棄物
の受け入れ

災害廃棄物
の受け入れ

停電時も
自立稼働

地域の
強靭化

災害対応機能を強化した
地域エネルギーセンター

住宅

小売店

紙おむつ増
への対応

高齢者
ごみ出し

支援

少子高齢化
外国人共生社会

外国人
観光客増

地域エネ会社

カフェ・
直販所

燃料化施設

CNF

軽くて
丈夫な

代替素材

広域連携に
よる熱回収

まちの
賑わい施設

廃食油

温水

BDF精製

BDF

生ごみ

食品工場

水産業
（陸上養殖・
漁耕栽培）

地域産業創生

IoT、AIを活用した
収集作業の効率化

高温蒸気

地域エネルギー
事業連携

主導型に集約

可燃ごみ
（生ごみ以外）

脱炭素型
製錬技術

地域のエネルギー
収支改善

プラ・古紙

バイオガス

CCUS

焼却施設

炭素循環
プラント

3D
プリンター等
製造技術

フィードストック
リサイクル

原材料レベルへの
還元をベースとする
循環イノベーション

RE100工場

化学産業

プラスチック等の高度資源
循環技術の開発

プラント
活用技術
(前処理､
触媒等)

紙製品

メタン・エタノール等
の資源

H2

蒸気供給
インフラ

バイオ
プラスチック等

CCU由来
プラスチック等

資源ごみ

可燃ごみ

環境配慮型
製品

脱炭素
インフラ

への融資

事業所

化学繊維､塗料

既存動脈産業有効活用

資源循環産業
集積エリア

資源循環ビジネス
（廃棄物､食料､プラ等
の先進的リサイクル）

地域
金融機関

軽くて丈夫な
オーダーメイド
製品の提供

素材情報
デジタル化

感染症を踏まえた
非接触型回収

セメント
産業

分別への
AI活用

蓄熱輸送
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